
平成１５年７月１日現在
団　体　名 代　表　者
所　在　地 所管部(局）課

Ｅ-mailアドレス

400,000 千円 設立年月日
出資順位 出資率
1 134,000 千円 33.5%
2 35,000 千円 8.8%
3 20,000 千円 5.0%
4 20,000 千円 5.0%
5 20,000 千円 5.0%

その他 16 団体 171,000 千円 42.8%

[組　織］
斜字は，県関係者で内数（ＯＢを含む）

平成13年度 平成14年度 平成15年度 13年度 14年度 15年度
7 7 7 1 1 1
6 6 6 　 　 　

　　 　 　 　 　 　
1 1 1 　 　 　

計 14 14 14 1 1 1
管理職 7 7 8 　 　 　
一般職 7 7 7 　 　 　
臨時職員 2 2 2
嘱託職員 3 3 3
計 19 19 20

２０代以下 ３０代 ４０代 ５０代以上 合計 平均年齢 平均勤続年数

3 2 2 8 15 44歳11月 3年11月
[収支等の状況] 単位：千円

平成１０年度 平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度
売上高 491,523 1,508,959 1,420,665 1,363,130 1,390,098
営業外収益 88,975 2,378 2,741 16,612 2,550

580,498 1,511,337 1,423,406 1,379,742 1,392,648
営業費用 488,243 1,265,223 1,241,895 1,164,308 1,230,604
営業外費用 177,362 83,313 70,693 68,925 76,433

665,605 1,348,536 1,312,588 1,233,233 1,307,037
うち管理費 40,509 48,975 37,337 40,105 44,705
うち人件費 69,624 89,653 93,895 113,770 150,227

△ 85,107 162,801 110,818 146,509 85,611
特別利益
特別損失 616 175 2,381
税引前当期損益 △ 85,107 162,801 110,202 146,334 83,230
法人税，住民税，事業税 290 57,605 60,040 74,673 49,544

△ 85,397 105,196 50,162 71,661 33,686
△ 25,913 △ 111,310 △ 6,114 44,048 115,709

当期未処分利益・未処理損失 △ 111,310 △ 6,114 44,048 115,709 149,395
利益処分額・損失処理額

△ 111,310 △ 6,114 44,048 115,709 149,395
資産 7,134,555 6,998,758 7,037,258 7,055,928 8,623,677
　　流動資産　 1,228,063 1,207,179 1,489,855 934,573 879,429
　　固定資産　 5,885,972 5,791,579 5,547,403 6,121,355 7,743,872

20,520 376
負債 6,825,346 6,604,873 6,593,210 6,540,219 8,074,283
　　流動負債　 683,192 452,286 436,186 418,849 769,491

うち短期借入金 258,934
　　固定負債　 6,142,154 6,152,587 6,157,024 6,121,370 7,304,792

うち長期借入金 1,187,066 1,113,482 1,039,898 966,314 876,192
資本 309,209 393,885 444,048 515,709 549,394
補助金
委託金
貸付金
　 計
財政的関与の割合（％）
損失補償・債務保証

 龍ヶ崎市

　茨城県南部地域の龍ヶ崎市、牛久市、阿見町における都市開発地区及びその周辺地域において、商業・
業務施設等を計画的に整備し、管理・運営するとともに、都市開発事業に関連する業務を行うことにより、地
域住民の利便の向上と居住環境の維持に寄与することを目的として設立された。

出　資　額出　　資　　者　　名
 都市基盤整備公団
 茨城県

資本金（基本財産） 平成6年12月1日
mid3@ci.mbn.or.jpホームページＵＲＬ

出資法人等経営評価書(企業会計用）
 南茨城新都市開発株式会社
 龍ヶ崎市小通幸谷町字治部正４１２－１

 代表取締役社長　吉 田　吉 宣
          　　企 画 部   地 域 計 画 課

　　繰延資産

常勤監査役

 ㈱みずほコーポレート銀行
 ㈱新生銀行

 １　店舗･事務所等居住者の利便に供する施設の建設、経営又は管理に係る業務
 ２　小規模な建築・土木工事等居住環境の維持又は改善に係る業務他

当期損益
前期繰越損益

収益合計

費用合計

区　　　　　　　分

財的関与
状　　況

主　　な
出資者

財産の
状　況

設立目的

事業内容

７月１日現在の人数

当期常勤職員の年齢構成

役　員

常勤取締役
非常勤取締役

職　員

収支の
状　況

非常勤監査役

経常損益

次期繰越損益
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12年度 13年度 14年度 評点

1 経営基本方針の策定 経営基本方針の策定・見直し 2

2 中長期経営計画の策定 （経営改善計画：平成　　～　　年度） 2

3 年次事業計画の策定 具体的な目標設定 2

4 年次計画・実績の差異分析 計画未達成の原因分析と対策 2

1 事業の意義 事業の必要性の検証 2

2 事業の効果 （評価の指標：テナント入居状況　） 2

3 顧客満足度の把握 （調査方法：来店者調査，ＤＭ調査） 2

④ 目標達成度 ％ 実績値÷目標値×100 100 102 102 2

1 人員構成 役員・職員の構成，年代構成の適正化 2

2 職員の動機付け体制 組織の各職員の目標・成果に対する評価 2

3 業務チェック機能の充実度 業務遂行における組織のチェック機能 2

4 情報の公開性 事業活動内容・財務の公開状況 0

① 経常損益 千円 110,818 146,509 85,611 2

2 当期損益 千円 50,162 71,661 33,686 2

③ 流動比率 ％ 流動資産÷流動負債×100 341 223 114 -2

④ 自己資本比率 ％ 自己資本÷総資本×100 6 7 6 0

5 総資本利益率 ％ 経常利益÷総資本×100 1 1 0 0

6 売上高粗利益率 ％ 売上粗利益÷売上高×100 54 55 57 2

⑦ 借入金依存度 ％ 借入金÷総資本×100 15 14 10 2

⑧ 借入金返済能力 年
借入金残高÷(当期利益＋償却費
＋引当金・積立金）

2 2 2 2

9 補助金収入依存度（公益法人のみ） ％ 補助金収入÷収入合計×１００  

10 受託事業の再委託度 ％ 受託事業の外部委託費÷受託事業費×100 50 55 41 1

⑪ 土地の含み損益  2

12 資金の運用  2

1 職員１人当たり管理費 千円 管理費÷職員数 1,965 2,111 2,353 -2

2 人件費比率 ％ 人件費÷売上高×100 7 8 11 -2

3 職員１人当たり売上高 千円 売上高÷職員数 74,772 71,744 73,163 0

4 職員１人当たり経常利益 千円 経常利益÷職員数 2,640 3,772 1,773 0

5 役員人件費比率 ％ 役員人件費÷人件費×100 39 36 30 2

6 （施設管理運営型）施設等利用率 ％ 施設等利用延人数÷施設等延定員数×100 100 100 100 0

7‐1 （施設管理運営型）･職員1人当たり施設等利用人数 人 施設等利用延人数÷職員数 3 3 3 0

7‐2 （建設製造販売型）職員1人当たり建設・製造・販売実績 件 建設・製造・販売実績÷職員数 　 　 　  

7‐3 (役務提供型)･職員１人当たり役務提供実績 件 役務提供実績÷職員数  

7‐4 （金融サービス型）･職員1人当たり貸付等取扱件数 件 貸付等取扱件数÷職員数  

8 使用料の減免等 （使用料の減免額：　　　　　　　　　　　千円） 2

9 管理費削減工夫度 削減目標の設定及び成果 1

企業会計用

効
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[評価指標]
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画
性

組
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運
営
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性

 南茨城新都市開発株式会社
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評点集計

評価の視点 評価項目数 評点 満点 得点率

計画性 4 8 8 100.0%
目的適合性 4 10 10 100.0%
組織運営の適正性 4 6 8 75.0%
健全性 11 22 40 55.0%
効率性 9 -1 32 -3.1%
合　　計 32 45 98 45.9%

[経営概況，経営上の課題・対策等]

企業会計用

警戒指標

・社会・経済環境の
変化等グローバル的
観点から現状を的確
に把握・分析できる
体制を確立し，会社
の設立趣旨に則り，
経営基盤の安定化
を図る。
・都市公団から県南
地域関連会社３社の
合併要請があったの
で，これに伴い３社
の合併委員会を設
置し平成１６年７月１
日の合併に向けて
鋭意推進する。

・現居住者のライフ
スタイルの変化に応
える商業施設の計
画づくりに努め，地
域社会の発展と活
力あるまちづくりに
寄与したい。
・熟成途上の開発地
区における商業施
設のテナント側は，
可能な限りのリスク
軽減を追求するため
リース方式を望んで
いるが，それらの要
望に応えながら経営
の健全性を確保して
いくことは，容易なこ
とではないことから
今後のまちづくりに
おいて土地利用計
画等の弾力的な運
用が必要ではない
かと考えている。

 

・県，公団等のまち
づくりへ貢献し，そ
の任務を果たすた
め，現在は，県・公
団等から人的支援
を仰ぎ即効性のある
課題解決型の人材
配置を行っている。
・当社は，草創期の
会社であり当分の
間は，現状の姿で推
移させることとなる
が，将来的には今
後の事業運営に的
確に対応させた適
正な組織・人的構成
を構築することが必
要であると考えてい
る。

・常に経営分析を行
い，財務状況を適宜
適切に把握し財務
体質を強化するとと
もに，現体制のより
一層の健全性を確
保するためにキャッ
シュフローを視野に
入れた，営業活動・
投資活動・財務活動
の各側面からチェッ
ク体制を採っている
が，これを更に充実
させていく。

・当社は，未だ草
創期の会社であ
り，かつ，懐妊段
階で継続的投資
段階にあることか
ら課題解決型の人
材配置を必要とし
ており，今暫くの
間派遣，公団等か
らの人材派遣を仰
がなければならな
いが，できる限り
人件費等の抑制
に努めていきた
い。  しかしなが
ら，実情はその人
件費負担の多くを
公団に依存してき
たが，平成１３年
度以降は計画的
に当社が負担でき
るよう努力してい
るところであるた
め，ここ数年間の
人件費率は上昇
傾向とならざるを
得ないものと考え
ている。

 南茨城新都市開発株式会社

計画性 目的適合性 組織運営の適正性 健全性 効率性

自己資本比率
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中長期計画の策定
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人件費比率
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記載者職氏名

代表者への説明（年月日及び説明時の指示等）

[所管課意見]

［経営評価チームの意見］

　総務部次長　田 山　和 好

　竜ヶ崎ニュータウン北竜台センター地区商業施設整備の概成に伴い、今後の事
業展開は、人人ニュータウンひたち野中央地区商業・業務施設整備構想の具体化
に向けて、当該地区の一層の熟成を図るため駅前センター地区に大型物販店を核
としたショッピングセンターの立地について、引続き関係機関等との協議を推進す
る。

今後の事業の方向

健全性
最大の出資者で
あり，出向社員派
遣元である都市公
団による人件費や
管理費の負担を
会社負担へシフト
中であることが評
価を悪化させる要
因となっている
が，今後は経営の
安定によって，段
階的に効率性が
改善されることが
期待できる。

経営にかかる基本
方針をはじめとする
各種計画が適切に
策定されているとと
もに，実績に基づい
た見直しが行われて
いることから，計画
的な経営が行われ
ているものと評価で
きる。

設立当初の目的を
徐々に達成しつつあ
るものの完成には
至っておらず，事業
の必要性は引き続
き高いものと認めら
れる。

役職員の人員構成
や情報公開への取
り組みが，純粋な民
間企業におけるもの
とやや異なるが，草
創期の法人であるこ
と等から許容範囲に
あるものと考えられ
る。また，今後の熟
成に応じて改善され
ることを期待するも
のである。

複数の項目で低い
評点を示している
が，基本的に安定し
た収益が確保できる
体質にあるため，長
期にわたる経営の
健全性が担保され
ているものと評価し
ている。

計画と実績との照合・
分析により，計画的な
運営が行われている。

順調に事業が進展
し，また更なる事業
推進も期待され，事
業の公共的必要性
は高い。

効率性

　説明年月日 ： 平成15年7月17日
　代表者の指示：当社は、草創期の会社であり、又、街づくりへの貢献という目的達成のために懐妊段階
で継続的な新規投資の段階にあることを十分ご理解頂けるよう説明すること。

 南茨城新都市開発株式会社

総合的所見等

会社経営において，例えば自己資本比率に表れるような安定性が重要な要素の
一つではあるが，当該法人が草創期であること等を勘案すると，積極的な投資活
動は避けられないものであるため，施設賃貸先を十分に吟味することによってリス
ク回避に努めている。
総合的に見て，長期間にわたって健全な経営が確保できる体質を構築しつつある
ものと評価できる。

計画性 目的適合性 組織運営の適正性

　
組織運営の適正性 健全性

総合的所見等

都市基盤整備公団関係の県南地域３会社の合併が予定されており，この合併によ
り経営基盤の一層の強化を図られたい。

概ね良好 改善の余地がある 緊急の改善が必要

計画性 目的適合性
事業が拡大基調で
あり，これに即した
人員構成となってい
る。

事業の拡大による資
産の増加に比して自
己資本の増加がない
ため，自己資本比率
が低くなっている。事
業資金は，主に株主
からの借り入れのた
め問題はないと思わ
れるが，引き続き資金
計画に留意して事業
を推進する必要があ
る。

派遣元負担の人件
費を法人負担に切り
替えている過程であ
るため，人件費比率
等は高くなっている
が，自立性の確立
のためにやむを得な
いものである。

効率性

4


